
第１０章 教 養 部

第１節 教養部の歴史

第１項 教養部の発足

千葉大学教養部は、１９６８年４月、文理学部の改組により設置された。

文理学部は、その発足当初は、いわゆるリベラル・アーツの学部としての性格を濃

厚に持っていたが、学部内の実情、および当時の社会情勢はそのような性格をのばし

て行くには、あまり寛容ではなかったようである。そもそも「広い一般教養のうえに

立っての専門教育」は、新制大学の、とくに文理学部の教育全体のモットーであった
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が、社会的には、文理学部そのものの認知と理解がなかなか浸透せず、その結果とし

て、文理学部の教育が他の既存学部なみに専門重視の方向にしだいに強く傾斜せざる

を得なくなっていった。そしてこの傾向と、日本の高度経済成長に裏打ちされた戦後

のいわゆるベビー・ブームの大波が、大学教育の現場に押し寄せてきたため、その対

応策として、大学の入学定員の大幅増を期待する社会的要請を受けて、文部省は大学

拡充整備計画を決定し（１９６４年８月１日）、その一環として、１９６５年度からの３年間

にわたる全国の文理学部の改組が行われた。千葉大学では、この計画の第３年次、す

なわち、１９６８年４月に文理学部の改組が実施された。この結果、人文学部、理学部の

２学部、１教養部が設置され、教養部には原則として文理学部の教員が充当された。

第２項 教養部の歩み

初代の教養部長には上野栄雄教授が就任した。教養部発足の１９６８年度は、たまたま

１９６９年を頂点とした学園紛争の嵐が千葉大学にも押し寄せた激動の年であった。

そもそも千葉大学教養部の発足は、前述のように、全国的な規模で進められた文理

学部改組の第３年目にあたり、その間に、社会情勢が大きく変化したこと、またこの

間、大学紛争が頻発したことなどによって、大学に対する社会の見方も、当然きびし

く変わってきていた。文理学部を改組して、一般教育を専門に担当する教養部を新設

しようとする考え方そのものが、わずか３年の間に変わりはじめ、千葉大学が教養部

を新設しようとするころには、教養部廃止論、あるいはそこまでは行かないとして

も、教養部の存在意義に対するさまざまな疑問点が指摘されはじめていた。たとえ

ば、大学紛争後の国大協報告書（１９６９年１１月）、および中教審答申（１９７１年６月）に

おいては、「教養課程と専門教育課程とを制度上画然と区分することは必ずしも必要

ではなかった」としている。しかし、「一般教育の目的、目標は、今日においてもな

お妥当する」とし、一般教育を押し進める基本的方向は維持されたのであった。

１９７１年、当時学生部長として大学紛争の処理に尽力していた竹田厚太郎教授が教養

部長に選出された。竹田部長の４年間の在任期間の仕事も、一口に言って、発足して

間もない教養部の基礎を固めることであった。大学紛争はどうやら終息したとはい

え、余燼がまだくすぶっており、紛争の過程で提起された諸問題、たとえば、教授の

みで構成された第二教授会の廃止（１９７２年１０月１９日）、セミナー・総合科目の開講等

の問題を解決し、部内の民主化、カリキュラムの改善やマスプロ教育の解消に向かっ

て改革を進めなければならなかった。このような努力を通じて、それまで文理学部時
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代の一般教育をそのまま踏襲してきた履修基準を教養部規程のなかに組み入れ教養部

の基本的立場を明確にしたのであった。

１９７５年、近藤精造教授が部長となり、懸案の履修基準の改定を行い、第２外国語の

単位数を一般教育科目から差し引くという困難な問題を解決した。こうして、全学的

協力のもとに教養部充実がはかられた。しかし、教養部の立場はまだ弱く、不安定で

あった。その原因の最たるものの１つは、学部の定員増であった。すなわち、ある学

部に学生定員の増員があると、学生５名につき１名の教員定員増が認められるのに対

し、教養部には学生２０名に対して教員１名の定員増しかなく、これが必然的に教養部

の教育研究環境の劣化をまねき、教員の士気にも悪影響をおよぼした。しかし、残念

ながらその間の事情を学部側に理解してもらうのはたいへん難しく、とかく教養部の

あり方について批判が生じがちであった。

１９７７年阿部玄治教授が部長に就任した。阿部部長は、一般教育の現状を視察するた

めの文部省第１回海外調査団に加わり、アメリカ、ヨーロッパの諸大学を視察し、と

くにイギリスの新設のキール大学で総合科目とセミナーの組み合わせによる教育方法

を見学した。この見聞にもとづき、阿部部長は、総合科目の充実に努力した。

また阿部部長のもとに設けられた基本問題検討委員会は、新学部構想、全学的な総

合大学院構想への参加、教養部の改組構想等を精力的に検討したが、結局、大部分は

実現にはいたらなかった。阿部部長は１９７９年４月に再任され、２期在任の後、１９８１

年、木内信敬教授が部長に選出された。総合科目は順調に展開され、この年の総合科

目は３２題目開講され、翌年は３３題目になった。阿部部長のもとで開始された教養部の

将来構想についての検討は、１９８２年９月の教授会で当分の間凍結することになった。

１９８３年後任として吉田治教授が部長に選出された。吉田部長は就任すると、ただち

に総合大学院への参加、放送大学との単位互換、学生定員増への対応等の困難な問題

に直面した。

１９８４年６月２６日に「千葉地区大学一般教育研究会」が、近藤元教養部長、吉田教養

部長を中心に設立され、同年１１月１０日に第１回総会ならびに研究発表が、千葉大学教

養部で開催された。この研究会は、毎年県内の大学が持ち回りで当番校となり、参加

する大学は年々増加した。

１９８５年にはいると、基本問題検討委員会は、教養部改組の基本的な考え方を示し、

ついで一般教育の充実と教養部改組の基本構想を提示した。ここに改組構想の大筋は

了承され、個々の問題を段階的に審議したうえで、実現にむけて努力することとなっ

た。
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吉田部長の２期４年間の在任後、岩重政敏教授が部長に選出された。この交代は、

教養部にとって象徴的であったともいえる。すなわち、初代上野部長から、６代吉田

部長にいたるまで、教養部長は文理学部以来のいわば生え抜きのヴェテランが選出さ

れてきたのだったが、ここに初めて文理学部には在籍していなかった部長が誕生した

からである。

岩重部長も、１９８７年４月に就任すると、ただちに教養部の改組問題に取り組むこと

となった。基本問題検討委員会は、４月のガイダンス時に新入生を対象に進学動機調

査を実施した（有効回答数は入学者の９７．２％であった）。これは同年１０月「大学進学

動機調査（昭和６２年度）」報告にまとめられた。同委員会は、さらに放送大学との単

位互換についても検討した。

１９８７年５月の教授会で、工学部改組問題が検討された結果、教養部としては、改組

計画を受け入れ難いことを投票によって確認した。これは学生定員増をともなう学部・

学科・講座等の新・増設にあたり、教養部の教育研究条件の改善について、事前に当

該学部と教養部との間に合意が得られないままに概算要求が提出されるという事態に

対する教養部の側からの反発であった。この問題は、６月教授会で改めて審議され、

教養部の教育研究条件の改善等に関する教養部教授会の要望事項がまとめられた。

１９８９年１月以降、千葉大学教養部将来計画構想についての検討が本格的に開始され

た。１９９０年３月教授会で、基本問題検討委員会が提示した「人間環境学部設置構想」

が基本的に了承された。この「人間環境学部設置構想」は、同年６月評議会内拡大第

１小委員会で承認された。またこの時期、放送大学との単位互換が正式に決定され

た。

１９９０年１２月、「教養部改組と法経学部分離改組の両計画を再検討し、新たな２学部

を創設することが可能かどうか、１９９２年度の概算要求にむけて早急に検討願いたい」

との吉田学長の提案に対し、教養部教授会は、教養部独自の改組がむずかしい社会情

勢等を勘案し、学部化実現の可能性のあるこの提案を受け入れることとし、法経学部

と前向きに検討していくことが了承された。

岩重部長は１９９１年３月で任期満了となり、後任として河西宏祐教授が部長に就任し

た。河西部長もただちに、教養部の改組という、もはや避けて通れない大問題に真向

から意欲的に取り組むことになる。部長就任後の最初の教授会（１９９１年４月１１日）に

おいて、基本問題検討委員会委員の選出方法は、事態の変化に対応できるように改め

られ、また継続審議となっていた学長提案をさらに検討した結果、「改組の方針につ

いて」の文章をつぎのように改めることにした。
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１）一般教育等の改革の努力を一層進めつつ、一般教育、外国語教育、保健体育教

育の全学的責任主体となる組織の立案の作業に入る。

２）諸般の情勢から見て、教養部は今後、法経学部のみならず、他の複数学部を相

手として、従来の改組の理念を堅持しつつ、合体の可能性を探る。

以上の２点について、教授会は賛成多数で可決した。こうして教養部の改組は具体

化されていくことになった。

１９９１年５月の教授会で、各教員の業績目録を提出することが了承され、配属につい

て希望がある場合は、教養部長まで連絡するよう要請があった。つづいて６月の教授

会で、「千葉大学改革・教養部改組について」が議題として取り上げられ、以後、こ

の議題が教養部教授会の中心議題になった。改組構想そのものが教養部教授会構成員

全員に関わる大問題であるため、それぞれの立場から、さまざまな意見が出され、議

論はしだいに白熱した。７月の教授会では、「改組の方針について」が再確認され、

さらに改組がらみの各種委員会委員の選出が行われた。その後も、改組は前述の「改

組の方針について」の確認を繰り返しつつ、徐々に具体化されていく。この間、９月

の教授会で「教養部のあゆみ資料編纂委員会」が発足し、作業をはじめた。

１９９２年５月以降、一般教育を普遍教育として全面的に改革するための「千葉大学新

カリキュラム説明書（平成４年４月２８日付）」についての審議が、教養部教授会で進

められた。１９９３年１月の教授会で外国語系列教員からなる「言語文化部の設置計画」

の実現は極めて困難であることが説明され、今後教養部としては外国語センターの設

置にむけて検討することになる。同年２月２５日の臨時教授会で、河西教授が教養部長

に再選された。このことは、教養部改組の動きは従来どおりの方向性を変えることな

く進めることを、教養部教授会が確認、支持したことを意味した。同年３月の教授会

で、各教員に各学部への参加希望のアンケートをとることが了承された。さらに５月

の教授会で、外国語センタープランを中心にして検討が行われ、教員の移籍はかなり

確定してきた。

１９９３年９月の教授会は、「千葉大学の平成６年度概算要求を文部省が受け入れた事

を受け、平成５年度で教養部を解散する」ことを決定した。ここにいたるまで、１９９１

年６月以降、３１カ月にわたり、「千葉大学改革・教養部改組」について検討した末の

結論であった。
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第２節 教養部の教育活動＝千葉大学における一般教育

教養部の教育活動、すなわち千葉大学における一般教育を支えたのは、各教育分野

ごとの教室であった。教室は、学科目制の６つの系列ごとにおかれていた。６系列と

は、一般教育科目においては、人文、社会、自然の３分野に総合科目を加えた計４系

列であり、このほか、外国語科目、保健体育の２系列である。以下に各系列ごとの学

科目（教室）を示す。

人 文 系 列：哲学、倫理学、心理学、歴史学、文学、芸術

社 会 系 列：法学、政治学、経済学、社会学、統計学、地理学

自 然 系 列：数学、物理学、化学、生物学、地学

総合科目系列：地域科学、比較文化、自然史、情報科学

外国語系列：英語、ドイツ語、フランス語、ロシア語

保健体育系列：保健体育

このほかに、１９７２年留学生部廃止から１９９４年留学生センター発足までの間、日本語・

日本事情教室があった。

第１項 教育体制整備の経過

１９６８年教養部の組織的独立以降、教養部の理念にふさわしい教育活動が行われるよ

うに、さまざまな努力が進められた。

ａ．教養部規程の整備

まず制度面で必要な規程が作成された。１９６８年にその最初の案がつくられたが、大

学設置基準の改正などもあり、１９７１年９月２７日第５次の案で決定、学部教養部連絡協

議会、評議会の了承を経て、１１月１１日制定となった。この規程制定にともない、一般

教育の履修に関しては「授業科目、単位数、履修方法については教養部の定めるとこ

ろによる」となった。

ｂ．教養部白書の作成

一般教育の充実をはかるための一方法として、１９７４年３月「教養部の実状と当面の
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課題―教職員組織の観点からのレポート―」が出され、１９７５年１月には「教養部にお

ける事務系職員の定員問題と事務分担について」という教養部白書を出して、全学の

理解を求めた。

ｃ．教員組織委員会の制定

教養部は発足時から大学設置基準ぎりぎりの定員で構成されたという事情もあり、

学年進行に応じた整備を行うために、１９７１年６月に教員組織委員会が設置された。以

後、年々増大していった学生数に対して教員をどう配置するかは、この委員会の任務

となり、教授、助教授の教室別の配置や、そのなかで生まれてきた学科目ごとの配置

のアンバランスに対して学科目定員の弾力的運用をはかる「フロートシステム」適用

などの決定が行われた。

ｄ．教育上の改善

大学設置基準の改訂が、教養部発足以降も行われ、それに対応するために学部教養

部連絡協議会のなかに、１９７１年基準改定専門委員会がつくられた。教養部からは部長

も含めて５名の委員が加わり検討を進めた。

また、教養部白書の発表以降も、教養教育への組織的対応の充実が不十分なまま

に、各学部側から次年度概算要求で学生増が計画されることに対して、教養部教授会

は要望書を出し一般教育の水準低下を起こさない配慮、その具体的組織的充実を求め

た。また、１９７５年の教養部内基本問題検討委員会の設置によってさまざまな教育上の

改善の検討が行われた。なお、一般教育の充実を求めて一般教育学会での積極的活動

などの他大学との経験交流なども積極的に行った。

第２項 教育活動の概要

教養部の教育活動は、１９９２年度の場合をみると、１２７名の専任教員と、約４０名の学

内兼担教員、４００名以上の非常勤講師によって行われていた。このうち、１学年の学

生数（Ｂコースを含めて定員２，７４０名、１９９２年度入学者数２，７８７名）からすると、専任

教員１人あたりの１学年の学生数は、２２名の割合となり、これを全国立大学中でみる

とき、決して恵まれてはいない教育条件で運営されてきたことが明瞭である。

この条件下で、一般教育、外国語、保健体育の諸科目のほか、医学進学課程の学生

向けの基礎教育科目を担当した。授業には一般教育科目（人文・社会・自然の３分野
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と、総合科目およびセミナー）、外国語科目、保健体育科目等の区分があるが、この

うち、複数教員が共同で担当する総合科目（１９７２年から開始）講義や、少人数のセミ

ナー（１９７２年から正式に開始）は、硬直化・形骸化してきたといわれてきた一般教育

の改善と活性化のために実施された。人文・社会・自然の一般教育科目や、総合科

目、セミナーでは、野外実習・見学等といった教室外授業も取り入れてきた。このよ

うな教育内容の改善の試みはさまざまな形で行われた。

第３項 諸科目の開設状況および受講生数とその問題点

教養課程における講義などがどのように行われたかについて例をあげよう。１９９２年

度のⅠ～Ⅴ時限および工学部Ｂコース用の夜間Ⅵ～Ⅶ時限の両時間帯に開講している

全学部の一般教養科目と医学進学課程基礎科目を合わせた１週間の全授業数は約

１，０００コマあり、その担当分野別ならびに教員の専任、兼担、非常勤別にした内訳

は、表２―１０―１のようである。

表２―１０―１ 一般教養課程における講義等の開設状況

専任教員数 専任 兼担 非常勤 計

人 文 科 学 １８
講 義 ３０ １０ ２２ ６２

総合科目、セミナー ２１．５ ２ ２３．５

社 会 科 学 １７
講 義 ４１ ６ １６ ６３

総合科目、セミナー ２２ １ ２３

自 然 科 学 ３７

講 義 ８６ ３．５ ４４ １３３．５

実 験 ４０ ２ ４２

総合科目、セミナー ２３．３ ２３．３

総 合 科 目 ６
講 義 ９ ９

総合科目、セミナー １６ ３．５ １９．５

外国語科目 ３８
文 読 Ｌ Ｌ １９２ ８ ２６９ ４６９

総合科目、セミナー １０ １０

保健体育科目 １１

講 義 １０．５ ５．５ １６

実 技 ４５ １ ５２．５ ９８．５

総合科目、セミナー ５ １ ６

計 １２７ ５５１．３ ３２．５ ４１４．５ ９９８．３

（注） 専任教員数は１９９２年度当初の不補充定員を差し引いた現員数である。開講数は通期

授業を１コマとして数えている。数字はＢコースの授業も含む概数で、総合科目は世

話人分のみ数えた。
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つぎに、表２―１０―１に対して、それらの受講状況を示せば、表２―１０―２のようであ

る。

表２―１０―２では、長く教養部の責任において開かれていた留学生に対する「日本

語」（１３クラス；２１３名）、「日本事情」（３クラス；８２名）は、１９９１年留学生センター

設立にともない担当教員が同センターに配置換えになったので、数に入れていない。

逆に、厳密には一般教養科目ではないが、教養部教員および非常勤講師によって教養

課程において開講されていた医学進学課程の学生用の「基礎物理学」、「基礎化学」、

「基礎生物学」、「人類学」、「放射線物理学」、「放射線生物学」は、表中に加算してあ

る。

上の２つの表では、分野ごとの大きな区分で集計しているので、表を見ただけでは

ただちには分からないいくつかの問題点を含んでいる。それは以下の諸点である。

ａ．人文社会系の講義では比較的多人数の講義が多いが、受講登録を調べる限りで

は、１クラスの受講生数にかなり大きなものがある。たとえば、４００名をこす受講生

表２―１０―２ 一般教養課程における講義等の受講状況

開 講 数 受 講 生 数 平均受講生数

人 文 科 学
講 義 ６３ ８，７０５ １３８

セ ミ ナ ー ２０ ３６１ １８

社 会 科 学
講 義 ６３ ７，６６８ １２２

セ ミ ナ ー ２２ ２７３ １２

自 然 科 学

講 義 １３８ ８，２１５ ６０

実 験 ３７ ２，３８８ ６５

セ ミ ナ ー ３２ ５７５ １８

総 合 科 目
講 義 Ｂ ９ ４１２ ４７

セ ミ ナ ー ２２ １，５２８ ６４

外国語科目
文 読 Ｌ Ｌ ４６９ ２１，０９２ ４５

セ ミ ナ ー ６ ７１ １２

保健体育科目

講 義 ６４ ６，３４５ ９９

実 技 ２１１ ８，５８５ ４１

セ ミ ナ ー １０ ６９７ ７０

総 合 科 目 Ａ ２９ ４，１４６ １４３

計 １，１９５ ７１，０６１ ５９．５
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を受け入れているもの３クラス、２００名～３９９名のものは１２クラスある。短時日に試験

の採点をしたりレポートを読んで成績評価を付ける等の期末作業においては、教員に

苛酷ともいうべき多大な労苦を強いることになっていた。

ｂ．自然系の実験は、設備および担当教員の不足から、一部で収容人数の限界を越

えていた。本来、一般教育の主旨からすれば、受講を希望するすべての学生が受講で

きなければいけないのだが、現実には、自然系の実験は、理系学生（教育学部中学校

教員養成課程理科専攻を含む）の受講のみを許していて、文系の学生には開放されて

いなかった。

第４項 授業科目の多様化の取組みとその問題点

一般教育として教授する講義等の内容を学生の要望や時代の要請にもできるだけ合

ったものにしていくために、講義題目とともに授業の種類を多様化する種々の努力が

なされた。このために従来の人文・社会・自然の学科目分類には必ずしもあてはまら

ない学際的学問分野の学科目の増設を文部省に概算要求してきた。そのようにして、

地域科学（１９７６年）、比較文化（１９７７年）、自然史（１９７７年、１９７８年）、情報科学

（１９８４年、１９９１年）が増設され、それぞれの学科目に専任の教員がおかれた。

総合科目とセミナーの開講は、講義内容の多様化に大いに貢献し、とかく形骸化し

たといわれる一般教育を活性化するのに役立った。とくに、千葉大学教養部では総合

科目を３０題目前後用意し学生に提供した年度が少なくなかったが、この数字は国内の

国公私立全大学で行われている同種のものの数と比較しても、最上位にあった。

ａ．総合科目

総合科目は、１つのテーマについて複数の教員によって多角的視点からなされるも

の（総合科目Ａ）と、１９８９年より導入された総合科目分野の教員が開講する単一講義

（総合科目Ｂ）から構成されていた。前者は１９９２年度の場合、２９題目開かれ、その総

受講生数は４，１４６名で、１講義の平均受講生数は１４３名と、全体的に受講希望者が多

い。実際、受講生が２００名以上のものが６題目（最高値は２９２名）もあって、それがこ

の高い平均値に寄与している。しかし、この６題目と最低の２６名のクラスを除いて平

均しても、１クラス１００名をこし、学生に人気があった。それに比べると、総合科目

Ｂの方は、受講生数の平均は、開設以来、６７名（１９８９年）、１０３名（１９９０年）、４３名

（１９９１年）、４６名（１９９２年）となっており、いくぶん小規模で行われることが多かっ
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た。

ｂ．セミナー

セミナーは総合科目とならび一般教育を活性化する有用な教育形態として導入さ

れ、１９９３年度で言えば合計１２２題目も開設された。当初、ボランティアで始められた

セミナーには総合科目のような運営委員会もなく、セミナー開設についての一定のル

ールも決められていなかった。こうした中でセミナー検討小委員会が組織され、１９９１

年に報告書が出されたが、間題を解決したわけではなかった。解決がむずかしかった

問題点を列挙すればつぎのようなものがある。

�１ 少人数教育、対話型、学生の発表能力の養成、演習スタイルでの講義の補完、

等々の教育効果を謳いながら、現実には、とてもそれらの主旨にかなっていない

多人数のケースが少なくなかった。１９９２年度のセミナー１１２題目の全受講生数は

３，６２２名で、その１クラスあたりの平均受講生数は３２名であった。少人数教育を

主旨とするならば、１クラス２０名程度が好ましく、３０名が上限であった。ところ

が３５名以上のクラスが２６もあり、これらはセミナーとは名ばかりになっていた。

�２ 他方で受講学生数が、極端に少ないものもあった。年度初めの受講登録時点で

１０名以下のものが２２あり、この内、５名以下のものが９クラスあった。セミナー

を一般教育の中で真に必要な教育形態と認めるならば、標準的な受講生規模です

べての学生が受講できるような体制に持っていかねばならない。そのためには、

すべての教員が１つはセミナーを開講する等のさまざまな改善の必要があった。

その改善のための検討はいろいろ討議されたが、教養部でのカリキュラムを前提

とすると解決しきれないことがあり、結局本格的な改善は組織的には行われなか

った。

第５項 カリキュラム改革への環境整備

各分野や科目等の基準単位を新たにどのように設定し直すべきかについては、千葉

大学の教育理念に即してさまざまな検討が行われた。しかし、現実問題として、時間

割の編成替えは、一般教育の範囲だけでも容易でないうえに、各学部間の専門教育と

の間でそれらを調整するという大変に困難な問題も存在していた。率直に言って教養

部と専門学部の側に問題意識のずれが見えることが多く、きわめて困難であった。

それでも、１９９２年９月以来、情報処理教育を現在の総合科目・セミナーの履修基準
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枠から外し、一般教育の中で実質的には専門基礎教育的性格の教育をしているものの

一部（数学、統計学）を、医学進学課程用の基礎教育枠に移す等、暫定履修基準案を

つくり、部内および学内で数回の検討を重ねたが、いくつかの条件がクリアされず、

見送りとなった。

第６項 教育活動の自己点検

教育活動の自己点検としては、個々のすべての授業についての自己点検をしなけれ

ばならない。１９９３年度には、全授業に共通するつぎの２項目をこの自己点検の趣旨で

教養部の教員に対して協力を要請した。

ａ．履修案内の改善

履修案内における講義等の説明の仕方はまちまちである。説明文では講義内容が分

からないものが多い。しかし、いきなり全教員に講義のシラバスを書くよう求めるに

は準備ができていないと判断された。そこで、履修案内における講義等の説明欄を従

来より５割増しにし、講義題目の内容に即した副題をつけるとともに、できるだけ講

義の趣旨や内容を良く説明し、シラバス的なスタイルに近づけるような工夫を要望し

た。

ｂ．学生による講義等の批判を求めること

授業の自己点検・評価の一環として、期末試験等の機会を利用して、学生に教員の

講義等についての自由な感想批評等を書くよう求めること。教務委員会では、説明の

ための項目例示等を行い、できるだけ協力されるよう要望した。

その他に、従来から本教養部では、新潟大学、岡山大学、長崎大学との共同で、一

般教育における教育方法の改善を目的とした共同研究プロジェクトを、文部省の教育

方法等改善経費を得て、継続的に実施していた。このプロジェクトでは、１９９１～１９９３

年に新２年次学生へのガイダンスの際に、１年次で受けた教育について調査を行っ

た。

第７項 一般教育改革

１９４９年新制大学の発足とともに、一般教育は新しい大学教育の重要な柱として導入
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され、戦後の大学教育において枢要な役割をになってきた。本来一般教育は、歴史

的、社会的視野を欠いた狭隘な専門家や、主体的判断力や批判力をもたぬ受動的な知

識人を生み出すことによって国家的危機を招いた過去の大学教育への苦い反省から出

発したものである。一部には旧制高等学校の教養主義的教育への郷愁も内包されてい

たとはいえ、本来は、みずからの生きる時代と社会を理解し、民主主義社会の一員と

して高度の市民性を有する人間（国立大学協会「教養課程の改革」１９８８年、１ページ

参照）を育成する目標をもって設置されたものである。

１９６２年、国立大学協会一般教育特別委員会は、『大学における一般教育について』

と題する報告書において、一般教育の目的を以下のように定義している。

「すべての学生に対し、その専門のいかんにかかわりなく、人生と学問体系におけ

る自分の専門性の正しい位置を理解させるとともに、将来彼らが社会人として行動す

るときに必要と考えられる教養を与えること」。また、一般教育と専門教育との関連

については「たがいに相補的関係にたつもの」とし、「一方が特殊化された専門知識

の習得、技術の訓練であるのに対し、他方は諸科学の全般的展望とそれらの相互関係

にたいする理解を与えるもの」と位置づけている（国立大学協会『大学における一般

教育について』１９６２年、２ページ参照）。

１９６８年に、文理学部の改組によって発足した千葉大学教養部は、上に述べたような

一般教育の理念の実現にむけて、理論と実践の双方において、発足当初から努力を積

み重ねてきた（近藤精造「千葉大学における一般教育の実践過程とその課題」『千葉

大学教養部研究報告』１９８７年、Ｂ―３０、２６３～２７３ページ参照。また１９７９年に発足した

一般教育学会、１９８４年に設立された千葉地区大学一般教育研究会（顧問千葉大学

長）、１９８９年以降１９９３年度まで断続的に行われた４大学教育方法等改善プロジェクト

などの諸報告にはその活動の一端が示されている）。

しかしながら、一般教育の実施の現状については、発足当初からすでに数々の問題

点が指摘されてきた。１９６９年にはすでに、国立大学協会内一般教育特別委員会は、

「大学における一般教育と教養課程の改善について」という報告書をまとめ、１９７２年

には「一般教育と教養課程ならびに外国語教育および保健体育教育に関する実情調査

書」を作成して、一般教育の多くの問題点を指摘した。要約すれば、それは一般教育

の実施主体としての教養部の研究教育条件の不備、専門教育と一般教育の分離と後者

の軽視という大学全般の問題、学問の高度化と大学の大衆化というねじれ現象からく

る一般教育の形骸化の３点である（国立大学協会「教養課程の改革」１９８８年、２～３

ページ参照）。
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以上のような問題を解決するための根本的解決策として、教養部の学部化を含む組

織改編の動きが１９７５年前後から全国的におこった（国立大学協会特別委員会『教養課

程組織改編に関する調査報告書』１９７９年参照）。

１９８４年８月に設置された臨時教育審議会は、１９８６年４月『大学教育に関する第二次

答申』を発表し、一般教育の理念と組織についての大幅な見直しを求めた。この答申

において一般教育は、「知的活動の基盤をなす自覚的な探求心を鍛え、学問や文化を

創造する基礎的資質を養うなどの見地から、大学教育において重要な要素」と位置づ

けられている。

同答申は、具体的改革の指針として以下のように述べている。

一般教育と専門教育を相対立するものとしてとらえる通念を打破し、両者を密接に

結び付け、学部教育としての整合性をはかるとともに、（中略）人文、社会、自然の

３分野の均等な履修に機械的に固執することなく、学際的学習等も加えた積極的なカ

リキュラムを構成することが重要である（同答申８ページ参照）。

１９８５年国立大学協会「大学のありかた検討小委員会」は『大学のありかたについて

（中間報告）』を出した。

ここでは、あらたなありかたとして以下の３点が指摘されている。

�１ 一般教育と専門教育の密接な連携。

�２ 専門隔壁の除去による諸科学の全般的再編成。

�３ 専門の基礎教育と化した一般教育の理念の再創出。

これらのことは、単に一般教育のみならず専門教育についての見直しを含み、また

単に理念・教育内容の改革にとどまらず教養課程およびその主体である教養部の組織

変換を視野にいれて行われるものであって、ここからいわば戦後最大の大学改革の動

きが高まったのである。以上のような経過にそって、教養部も設立当初から教養教育

のあり方、あるいは組織のあり方について多様な試行を行い、教養部がおもに担当し

ていた一般教育を全学協力体制による普遍教育に改革し、１９９４年３月教養部の解消に

いたった。

なお、教養部解消にいたる経緯の詳細については千葉大学教養部編『教養部のあゆ

み』（１９９４年）を参照されたい。

第２節 教養部の教育活動＝千葉大学における一般教育
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第８項 そ の 他

ａ．一般情報処理教育

教養部ではUNIXワークステーションとX端末９７台から構成される一般情報処理教

育演習室を１９９２年４月に開設した。この演習室を用いて１・２年次の学生に対しネッ

トワーク環境下で電子メール等を積極的に利用した一般情報処理教育を行った。この

教育は全国的にも先駆的なものであり、情報処理教育の全学必修化を情報処理環境整

備委員会と協力して推進し、１９９３年度に要求していた教育用システムが同年度の第３

次補正予算で認められ、１９９４年度からの普遍教育における情報処理教育に引き継がれ

ることとなった。

ｂ．Ｂコース教育

Ｂコースとは、工学部に設置されている昼夜開講コースのことである。入学定員

は、１９９０年度現在８０名、その内訳は建築学科２０名、機械工学科１５名、情報工学科１０

名、電気電子工学科１５名、画像工学科２０名であった。時間帯の主たるものは夜間であ

るが、専門、教養とも一定限度、昼間開かれている科目を受講し、単位を取得できる

仕組みになっていた。

このコースの前身は工学部特設課程であり、さらに千葉大学工業短期大学部にまで

それをたどることができる。その短期大学部が４年制の工学部特設課程になったのは

１９７５年であり、その発足当時の学生定員は２００名、３年次編入学生がそれに８０名プラ

スされたものであった。このようにして組織は発足したのだが、昼夜開講制をより強

く実施しようとすること、初期における勤労学生に対する教育という面が急速な社会

変化のため崩れたことなどから、工学部では昼間の学科へ特設工学課程の講座を吸収

するということを１９７８年度より実施し、昼間をAコース、昼夜をＢコースとした。

工学部特設課程ならびにＢコースが設けられた際に、一般教育担当の教員ポストと

して旧工業短期大学部から、教授定員６、助教授定員４が教養部に振り替えられた。

Ｂコースの発足に際し、教養部では総合科目、一部の人文、社会分野の午後開講の分

と特定の講義に対し、Ｂコースの学生の履修を認めることとした。

第１０章 教 養 部
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